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稲作兼業農家の形成過程と地域間較差

稲作所得造出関数からのアプローチ一一

近藤 巧・属政幸生

目次

l 序...・H ・-……-…….....・H ・....・H ・-…・…....・H ・....・H ・....・H ・…-一……...29 

2 分析枠組み….......・…・…-・…・・….......・H ・-…...・H ・-…....・H ・........…・… 30

0) 労働供給理論の検討......…・….....・H ・..….....・H ・........・H ・-…...・H ・-… 30

(2) 稲作所得造出関数…....・H ・..…・...・H ・......・H ・....・H ・....・H ・...……・・…… 36

3 兼業農家の形成要因...・H ・.......・H ・...一-……...・H ・…・・・H ・H ・...・H ・....・H ・...40 

(1) 労働供給モデル・・H ・H ・....・H ・.......・H ・....・H ・.....……・・… -…....・H ・-… 40

(2) 臨界作付面積……....・H ・....・H ・....・H ・-…....・H ・...... ….......・H ・-…・ 44

(3) 農家対応の可能性……一…・・…・…'"・H ・.......・H ・...・H ・-…一....・H ・..47 

4 結 び・H ・H ・...・H ・......・H ・-…..………........・H ・...……....・H ・...・H ・・う1

参考文献・…リ …....・H ・...・H ・.....・H ・..…・….....・H ・-・…・一…........・H ・-…う2

1 序

戦後，わが国の農業の特徴として，稲作農家における兼業化の著しい進展

があげられる。これは，農家が外的与件の変化に対して経済合理的に対応し

た結果と考えることができる。

農家の兼業化は農業従事者の労働配分に関わる問題であり，兼業化の進展

は，零細農家から大規模農家層への波及を意味している。

従来，稲作農家を対象とする労働配分に関するほとんどの計量経済学的分

析は，農業従事者が農外就業を受話するに至った意志決定プロセスや兼業農

家の大規模農家への波及過程を明示的に分析してはいない。すなわち，それ

らの分析は，農業労働の派生需要関数を推定し，その最適投入に関する研究

であり，労働供給を餅酌するものではなかったといえる。また，一般に農家

にとっての外的与件は，地域によって異なる。したがって，これに対する適

応過程である専業農家から兼業農家への形態変化に際して生じる問題も地域

によって異なると考えられる。しかしながら，これらの地域差に関しでも十
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分な計量分析がなされたとは言い難い。

そこで本稿の目的は，稲作農家の労働供給モデルを呈示し，代表的稲作地

帯である東北，北陸両農区を対象とした基幹労働力の恒常的雇用労働者化の

形成過程並びに要因と地域差を価格理論の枠組みで明らかにすることにあ

る。適用するモデルとしては，基幹労働力の恒常的賃労働の詰否を分析する

ために核所得1)最大化モデルを用いる。

以下2で労働供給理論，農家の就業機会について検討し，さらに，稲作部

門へ労働投下した結果得られる稲作所得と恒常的賃労働への就業から得られ

る賃金所得との大小関係によって基幹労働者の恒常的賃労働の諾否を分析す

るために，稲作所得造出関数を設定しこれを計測する。 3では，前章の稲作

所得造出関数を用いて，労働供給モデルと臨界作付面積の概念を呈示し，稲

作基幹労働力の恒常的賃労働者への転化とその大規模農家層への波及，及び

その要因と地域差を分析し，臨界作付面積に対応する可能性についても検討

する。

2 分析枠組み

(1) 労働供給理論の検討

労働供給量の調整プロセスをどう考えるかによって，労働供給モデルは次

の2つに大別される。 1つは企業から年間労働日数，賃金率がセットで指定

されそれを受諾するか否かを説明するモデルである。他の lつは，賃金率の

変化に対し，弾力的な主体の労働供給時間の調整を容認してモデルを構築す

るものである。前者は，ストック量(人員単位)での調整しか容認しないの

に対し，後者はフロー量(時間)での調整を前提としている。

第 1の立場では，労働時間を自由に変更して賃金所得を決定することは，

困難となる。したがって，労働供給主体を家計と考える場合，家計の所得・

余暇選好は家計構成員の就業の諾否によって決定されるためその調整は，有

業率の高低として発現することになる。この人員単位の供給行動に関する経

験側は，ダグラス=有沢の法則2)として知られている。

1 )核所得者とは，家計維持に責任をもっている家計の主たる収入の稼得者を指しており，

基幹的労働者よりは，抽象度の高い概念であるが本稿ではほとんど同義で使用する。

2 )ダグラス法則に関しては，小尾 (13)参照。

30 



家計構成員の就業メカニズムを論ずるに際し，第一の立場が核所得者の非

核世帯員に対する一方的な作用を経験的に容認するストック調整モデルであ

るのに対して，第二の立場は，家計構成員の相互依存関係を前提とした主体

の総労働時間の最適配分あるいは最適労働供給時間モデルである。

これまで，労働供給行動に関する研究は，勤労者家計を対象として有業率

の研究に中心がおかれてきた3)。

一方，農業部門における計量分析においては，双対理論の成果を用いた最

適要素投入量に関する分析の一環として農家の労働配分に関する実証分析が

行われてきた。その多くは，連続的調整機構を容認した労働需要の視点から

の分析であり，機械と労働の相対価格および機械使用的・労働節約的技術進

歩が農家の労働配分に及ぼした影響4にあるいは農家の労働投入水準が経済

合理的であったかが分析の主題であった5)。

これに対し農家家計を対象に，ストック量での調整機構を容認した主体均

衡論が石田 (3J (4) によって呈示され 2時点聞の横断面データからそ

の現実的妥当性が示された。そこにおいては，ダグラス法則に類似した次の

3命題が実証された。

1 核所得者は，農業か非農業かにフルタイム就業する。

2 そのさい自己の所得を最大にする就業先を選択する。

3 非核所得者の就業行動は核所得者の就業行動から一方的な影響を受け

る。

である。

本稿においては，第 Iの立場であるストック調整労働供給モデルを採用す

ることとし上記の命題 1，2を前提としたモデルを作成する。その理由は以

下の通りである o

1 戦後わが国の兼業化の進展は労働供給量をフロー量でみた場合，恒常

3 )侮村 (17)はダグラスの経験則の検証を自営業世帯を対象として行い，そこにおける

労働供給行動を一家総労働態勢の支配として説明した。さらに，就業構造の白営度の

大小が労働供給の所得効果の大小を規定するという世帯就業構造仮説を呈示した。小

尾 (14)は，家計の所得余暇選好から，労働供給の人員単位と時閥単位の両側面に関

する総合的理論モデルを構築している。

4 )稲作技術進歩の偏向性の計測に関しては茅野(16)，加古(5 )を参照。

5 )黒田 (8)は.r農家経済調査jを用いて利潤最大化の検証をしている。
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的雇用労働の増加によると認識されること。基幹労働力の通年兼業化

による家族農業経営の労働力構成の劣弱化は，いわゆる「三ちゃん農

業」として指摘されている。

2 兼業労働に占める臨時的雇用労働の比重は戦後一貫してこく僅かに過

ぎないことである。

農家の労働配分の実態を分析するに先立ち，労働供給量の調整プロセスの

制約から農家の直面する就業機会を第 1図に整理した。フローの次元で，労

働供給量の調整が可能な就業機会として自家農業，臨時的賃労働への就業が

あげられ，後者はさらに農業か非農業かによって 2つの就業機会に大別され

る。ストックの次元での就業機会としては恒常的賃労働市場があげられる。

次に，両農区においてそれぞれの労働市場の賃金率の推移と労働配分の実

態について見てみる6)。第2図より，両労働市場の聞には戦後一貫して賃金

率格差が存在していること，さらに格差が近年に至るほど拡大していること

がわかる。また，賃金率の水準は東北農区よりも北陸農区の方が高い。

上記に示された，異質の就業機会の存在下における農家の労働配分の実態

を示したのが第 3，4図である。これによれば，両農区ともより高い賃金所

得を獲得できる恒常的賃労働市場へ参入したことがみてとれる。さらにこの

傾向は，年々大規模農家に波及していることがわかる。このような，農家の

就業構造の変化を明らかにするようなモデルを次章において作成する。

第1図 農家の直面する就業機会の整理

就業機会 賃 金 i事

連
n家農業

続

E 孟
農業臨時雇用

調 労働市場
W， (<W， 

整
農外臨時雇用

W， (<W， 
労働市場
1i 

不連続 f亘 常 的
W， 

話l 整 賃労働市場

設)W，. W，はそれぞれ恒常的賃労働，臨時的賃
労働の賃金率を表す。
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賃金率(円/時間)

1500 

1000 

500 

昭和 30 35 

A--一一4 恒常的雇用労働賃金率(北陸線区)

b一一一企恒常的雇用労働賃金率(東北農区)

・一一ー→臨時的雇用労働賃金率(北陸農区)
←一一一『趨時的雇用労働賃金率(東北農区)

第2図賃金率格差
註 f農家経済調査jから作成した。

50 55 (年度)

6 )恒常的雇用労働の賃金率は， r農家経済調査j農区平均の職員俸給，給料の合計を能
力換算(男子1.0，女子0.8)した労働時間で割って求めた。臨時的雇用労働の賃金率

は， r農家経済調査j農区平均の経営費である雇用労働費を能力換算した雇用労働時
間で割って求めた。
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註a)r農家経済調査jより作成した。
b)恒常的兼業労働とは.r農家経済調査jの分類による恒常的賃労働，職員勤務を指す。
c)臨時的兼業労働とは.r農家経済調査jの分類による臨時的賃労働を指す。
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(2) 稲作所得造出関数

(a) 定式化

以下稲作所得造出関数を定式化する。稲作所得造出関数を定式化する理由

は，

l 伝統的新古典派労働配分のモデルの経験的妥当性を検証するため。

2 基幹労働力の労働を稲作部門に投下した場合得られる稲作所得と，それ

を農外部門に供給した場合得られる賃金所得との比較検討によって基幹

労働力の就業先の選択を説明するには，稲作労働投入量と稲作所得との

関係が必要になること。

の以上2点である。

稲作の生産関数を

但し

Y=F( V， K， L， S) 

v:肥料
K:機械

L:労働

s:土地

)
 
-(
 

とおく。

V， Kの投入要素に対して限界価値生産力と要素価格との均衡を仮定7)すれ

ば

王子Y Pv oY PV 
吾v予 ，oK 予7 (2) 

但し Py 生産物価格

Pv 肥料価格

Pk 機械の用役価格

が成立する。

(2)式を V，Kについて解いて

7 )資本財についての均衝を仮定することには問題がある。加古(6 )はスタテックな観

点から昭和52年において機械の投入は過剰であるとした。さらに(7)においては，

北海道においては高い減反率のための農機具の投入水準は過剰であると指摘した。ま

た荏関津，茂野(2)は東北農区において資本の過剰はほとんど認められないとして

いる。
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Y
一
Y
-
P
一 (3) 

に代入すれば

Py' y-Py' V-PK'K一 π(P，*， P:， L，aー*
Py Py π(P，*， PK*， L， S) (4) 

但し π:稲作所得

πキ:生産物価格によって基準化された稲作所得

P，*= ~I' P:= ~K Py <K-py 

Y， V， Kは均衡産出量，均衡投入量を表す。
が得られる。

(4)式は，農家が購入資材の価格， Pko P yを所与としての自己の経営内で

調達可能な生産資源である土地と労働を投入した場合に得られる稲作所得を

決定する関数である。よって以下(4)式を稲作所得造出関数とよぷ。

(b) 計測とデータ

関数形はコブ=ダグラス形とし

π*(P，*， P:， L， S)=a~P ，，!， av P:町 Lα"sas' exp(a+T) (5) 

なる特定化を行った。計測期聞は昭和30年から57年であり，全期間を 5つに

時期区分した8)。推定方法は， Hotel1ingのレンマより得られる。

Pr'V PK'K 
一一一一一一一=一-a" 一一一一一 白K
ππ  

と稲作所得造出関数

In7r*= α。'+α...'1πP.*+α ・InPK*+αLF.んL十日・JηS+αT・T
但しめ αjl+L:αjiDi j= V， K， L， S 

D=!1{i=l)145 
1 0 (iキl)

8 )時期区分は稲作の機械化段階に応じて

第 1期昭和30年一35年

第2期昭和36年一41年

第3期昭和42年-47年

第4期昭和48年一52年

第5期昭和53年一57年

としてある。
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との体系推定である。

データは，昭和30年から57年の『米生産費調査j各年版，東北，北陸農区

の階層別の値を使用した。各変数の作成を以下に示す。

Pv 自給肥料，購入肥料，農業薬剤，種苗，諸材料のデピジア価格指数。

自給指数。自給肥料以外の各価格指数は『物賃』の農業生産資材価格

指数の全国系列を利用した。自給肥料価格指数は原単位表より，堆きゅ

う肥の評価額を原単位量で割って求めた。

Pk 畜力費，減価償却費，賃料料金よりデピジア価格指数を作成しこれを

Pkとした。畜力価格指数は，畜力費を畜力使用時間で割って求めた。

他は，r物賃jの大農具価格指数，賃料料金価格指数を利用した9)。
L:雇用，家族の労働時間。ただし女子労働は男子の0.8として能力調整を

行った。

s:作付面積。
Py 販売粗収益を収量で割って求めた。

π:販売粗収益から自給肥料費，購入肥料費，農業薬剤費，諸材料費，賃料

料金，農機具費，畜力費を引いて求めた。

T:トレンド。

計測結果を第1，2表に示す。パラメーターの符号条件は総て満たされて

いる。さらに第 3，4表は推定結果より求めた生産弾性値を表す10)。従来

の生産弾性値と比較すると計測結果の傾向としての土地の生産弾性値が高

く，労働の生産弾性値が低いことが見れる 11)。また，従来，稲作の技術進

歩はヒックスの分類による労働節約的，機械使用的技術進歩と特徴づけられ

たが，本分析結果も第 3，4表より労働と機械の生産弾性値の比の低下傾向

から判断して同様の特徴を有するといえる。以上によって稲作所得造出関数

の推定結果が従来の生産関数分析の成果と大きく矛盾するものではないこと

を確認できる o

9) r米生産費調査jの大農具減価償却費の評価方法は取得価格表示であったり新調価格
表示であったりする。こうした場合のデータ処理は李(10)によった。

10)稲作所得弾性値から生産弾性値の求め方は，黒田 (8)を参照。

11)稲作生産弾性値の値は，対象農区および時期によって異なるが，既往の計測結果とし

てLee(11) (12)の土地の弾性健0.456，0.578労働の生産弾性値0.144，0.132や新

谷(15)による土地の弾性値0.46，労働の弾性値0.27が参考になろう。
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稲作所得造出関数の推定結果(北陸)
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3 兼業農家の形成要因

(1) 労働供給モデル

農家経済行動の合理性を前提とする伝統的新古典派労働配分モデルによる

と，臨時的雇用労働賃金率と稲作労働の限界生産力との均衡が達成されてい

るはずであるが，現実にこのことが満たされているかどうかを検証する。検

証方法は， (4)式の稲作所得造出関数を用いる。 Hotellingのレンマより

(6) 

を得る。よって最適労働投入量より現実の労働入量が過剰か不足かに応じて

θπ* dF < W， 過剰
δL δL > Pr 不足 (7) 

但し ，W，は臨時的雇用労働賃金率を指す。

が成立する。

(7)式の両辺に会を乗ずると

が得られる。

a '<LE 
L > π 

*n L dπ* 
y=π，ーす一一一=01.' より
π.. dL 

(8) 

(8)式より稲作所得造出関数のパラメータ -a Lと稲作所得に対する労働費の

割合を比較することによって，新古典派労働配分モデルの現実的妥当性が検

証できる12)。

両農区における労働費のシェアーを規模との対応で第 5，6図に年次別推

移を第7，8図に示す。第5，6図に示したように，労働費の割合と稲作作

付面積とは，マイナスの相聞を示している。すなわち，規模が小さくなるほ

どシェアーは大きくなる。 (8)式よりシェアーが大なるほと、労働投入水準が過

剰になりやすいので，小規模農家は労働投入水準が過剰である可能性が高い。

実際に過剰であったかどうかをみるために，東北，北陸両農区についてシェ

アーを年次別にプロットした。更に，稲作所得造出関数のパラメーター αL

12) r米生産費調査jの労働費の評価方法が時期によって異なるために『農家経済調査I
から作成した農業臨時雇用労働賃金率に稲作の労働時間を乗じた値を労働費とする。
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労働費の割合
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稲作所得に占める労働費の割合と規模との関係(東北)

観測l値が重複する場合も・のシンボルl個で示してある。
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作付面積(10a)

稲作所得に占める労働費の割合と規模との関係(北陸)
第 5図に同じ。
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8図である。
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を明示して(8)式の検証結果を示したのが第 7，
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第7図稲作所得に占める労働費の推移(東北)
註a)棒線は aL (労働の稲作所得弾性値)を示す。

b)図5に同じ。
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東北農区においては， αL  (図の棒線)よりも稲作所得に占める労働費の

割合が大きく，労働投入量が過剰であることがわかる。北陸農区においては，

一部の農家においては過剰j労働は存在しないが，その他多数の農家において

は過剰である。以上より稲作の技術構造をコブ=ダグラス形であるとするな

らば農家は，伝統的新古典派労働配分モデルが想定するような労働配分を

行っていないといえる。

稲作労働の限界価値生産力と臨時雇用労働賃金率の不均衡は，臨時的雇用

労働の就業機会を農家は活用しないことを意味している。臨時雇用労働の就

業機会が豊富に存在していないために求職費用が無視できぬ大きさであった

り，就業機会が不安定である場合には，フロータームでの労働供給量の最適

調整は不可能に近く，農家は自ら求職活動をしなければならない就業機会を

積極的に活用しないと考えられる。すなわち，求職活動が一回ですむ恒常的

雇用労働者への転化がより合理的な選択となる13)。

以上の分析によれば，対象農区では伝統的新古典派労働供給モデルの現実

的妥当性が否定された。すなわち，農家は農家所得の獲得源として臨時的雇

用労働の就業機会の活用を考えていない。14)そこで，オルタナテイブな核所

得最大化モデルを用い基幹労働力の恒常的賃労働の受諾を以下分析する。

核所得最大化モデルとは，核所得者が農業または非農業へのフルタイム就

業のうちどちらの就業を選択するかを示すモデルである。それを本稿のモデ

ルで示せば.W].Hを企業者側が指定する賃金率と年間労働時間とした場合，

非農業へフルタイム就業すれば.W1XHの賃金所得を獲得でき，他方稲作

農業へフルタイム就業するならば本稿で定義した稲作所得造出関数(4)式によ

りπ(Pv.Pkt H. S)の稲作所得が得られる。(但し5は個別農家の作付面

積を表す。)

それゆえ，核所得者の就業選択は

π(Pv. P k • H. S) >W1・Hならば農業へフルタイム就業する o

π(pv， P k• H， S) =Wj・Hならばどちらの就業機会を受諾するかは

13)石田 (3)。

14)草刈 (9)は，臨時的就業機会の意義を農家所得構成要素としてよりも家計所得変動

に対する緩衝的役割に求めている。
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無差別。

π(Pv， Pko H， S) <W1 • Hならば非農業へフルタイム就業する。

と表わされるモデルである。

(2) 臨界作付面積

ところで，肥料価格，機械の用役価格を一定とすれば，作付面積の大小に

応じて稲作農業へのフルタイム就業から得られる所得が変化するので，非農

業へのフルタイム就業から得られる所得と無差別になるような作付面積s*

が存在することになる。以下これを，臨界作付面積とよぶ。第 9図が示すよ

賃金率

W， 

MVP 

。
H 

労働時間

第9図基幹労働力の労働供給モデル
註 W1• Hは企業者側が呈示する賃金率，年間指定労働日数を表す。

うに，限界価値生産力曲線 (MVP)は，作付面積によりシフトし，稲作農

業へのフルタイム就業から得られる所得は斜線部の面積で表され，非農業へ

のフルタイム就業から得られる所得は長方形W10HAの面積で、表される o

s*において両面積は等しい。式で示せば，臨界作付面積はs*は稲作所得

造出関数(4)式より

π(Pv， Pko H， S*) =W1・H

を満たすS*で与えられる。 (5)式より S*は

44 
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/ p ， \αtソ p ，• \αK' 古
=σoPr卜;;-'-J トム)Ha，: s*as' exρ(日/T)=W，'HヘPr j ¥ P ，. j"  v~ fJ 

を満すから

s*= f w;;'H'αt_， . _.1士
l anexη(a，' T)Pv'α" -αK' Pl.O'I' p，.Clピj (10) 

によって算出される。
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第10図臨界作付面積の推移

臨界作付面積の推移を示したのが第10図である。これによれば，東北， ';1じ

陸両農区とも昭和30年代においては臨界作付面積は約70aで一定に推移して

きた。その後， 40年代にはいって着実に上昇しはじめ，現在にいたっては約

2.0haと推定される。さらに，臨界作付面積は，東北農区よりも北陸農区の

ほうが大きいことがわかる。要するに，東北農区の臨界作付面積の変化は，

北陸農区に対して約 2-3年のラグをもっているのである O このような臨界

作付面積の上昇は核所得者が恒常的賃労働者化したほうが合理的とされる規

模が年々上昇し続けていること，そしてそれは，東北農区よりも北陸農区に

おいて大きいことを意味している。

以上で臨界作付面積の上昇傾向が明らかとなたが，次にその要因をみるこ
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臨界作付面積の弾力性(東北)
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とにする。まず制式の対数をとって偏徴分することによって臨界作付面積の

諸要因の弾性値を求めることができる。各農区ごとの値を第 5.6表に示す。

表より臨界作付面積は，米価に対してきわめて弾力的(-1.4-ー1.5)で

あり，恒常的賃金率に対してやや弾力的(1.0-1.1)である。

各期の弾性値の変化を検討すると恒常的賃金率の効果は低下する傾向にあ

り，反面機械価格の効果が約 3倍にも上昇しており稲作の技術変化の影響が

徐々に強くなっていることが指摘できる。

各農区の諸弾性値は，機械価格に対して北陸農区が相対的に弾力的である

点を除いてほとんど等しい。

次に臨界作付面積上昇の要因分解を行なう。要因分解式は

S* 1 W， 一αr'-aK'Py ，p，. ，P 
一一一一一一一一 一一一α 一一一 ...!....!i..+技術変化S*αs W， α Py u，' Pr αK PK 

)
 
-l
 
(
 

で与えられる。その算出結果は第 7，8表に示しである。各期とも恒常的賃

金率の上昇が最も寄与しておりこれを米価の上昇が相殺していることがわか

る。すなわち，臨界作付面積の変化を規定しているのは，恒常的賃金率を米

価で割った値である実質賃金率ではないかと考えられる。このことは第11図

に示されるように両農区の実質賃金率の推移と臨界作付面積がパラレルに変

化していることにより確認できる。また，近年の臨界作付面積上昇の要因と
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第 7表 臨界作付面積推移の要因分解(東北)

臨界作付面積 賃金率 肥料価格 機械価格 米 価 技術変化

1期→2期 0.081 0.609 0.020 0.037 - 0.506 - 0.079 

100 753 24 45 - 626 - 97 

2期→3期 0.279 0.905 0.025 0.027 - 0.592 - 0.083 

100 325 8 10 - 212 - 29 

3期→4期 0.349 1. 038 0.097 0.056 - 0.862 0.020 

100 297 28 16 247 5 

4期→5期 0.338 0.427 0.051 0.039 - 0.302 0.122 

100 126 15 11 - 89 36 

註 a)要因分解するにあたり前期の臨界作付面積の諸弾力性を利用した。
b)下段の数値は，臨界作付面積に対する%値である。

第8表 臨界作付面積推移の要凶分解(北陸)

臨界作付面積 賃金率 肥料価格 機械価絡 米 イ函 技術変化

1期→2期 0.392 0.855 0.009 0.019 - 0.431 0.060 

100 218 2 5 - 110 15 

2期→3期 0.246 1. 054 0.021 0.017 - 0.656 0.190 

100 428 9 7 - 266 77 

3期→4期 0.267 1. 009 0.091 0.073 - 0.885 - 0.051 

100 378 34 27 - 332 - 19 

4期→5期 0.329 0.408 0.043 0.047 - 0.324 0.155 

100 124 13 30 - 99 47 

註第 7表に同じ。

して，肥科価格，機械価格の上昇が相対的に寄与度合を高めていることも表

からうかがえる。

(3) 農家対応の可能性

農家の外的与件変化によって臨界作付面積は，若干の年次を除き上昇し続

け現在では約2.0haと推定された。ところで. f1980年センサスJによれば

水稲単作農家で2.0ha以上の収穫面積をもっ農家は，東北13%.北陸 7%に

すぎない。したがって，水稲単作農家の基幹労働者はそのほとんどが恒常的

賃労労働者化せざるを得ないであろう。しかしながらF 臨界作付面積の上昇

に対する農家の適応方法は以上のような基幹労働力の恒常的賃労働者への転

化だけとは限らない。そこで本節では，このような事態に対し農家はいかな

る経済的対応の可能性があったかを分析する。ここで臨界作付面積の上昇に

対して農家のとりうる選択の可能性は，つぎの 3つであると仮定する。

I 臨界作付面積の上昇に対し農地の集績をはかり稲作専業農家であろう
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第11図実質賃金率の推移

実質賃金率とは，恒常的雇用労働の賃金率を米価て、割った値をいう。

←一一実質賃金率(北陸農区)

55 50 45 40 35 30 昭和

註

←ー→実質賃金率(東北農区)

とすること。

核所得者が恒常的賃労働者に転化すること。

対応 1，2が不可能であるために，やむなく自家農業へ就業するか臨

時的雇用労働市場への参入をはかること。

はじめに，農家対応 1の可能性を農地流動化の経済的条件が満たされてい

るのかどうかにより検討する。農地流動化の可能性として，小規模農家の稲

作所得を上回る地代負担力が大規模農家に存在するか否かの経済的判別基準

を採用する 15)。稲作所得造出関数(4)を用いてこの基準を表現すれば，

Hotellingのレンマを適用して

2 

3 

*ョ*I 
p y-;，;-一三五 pyニニ;;-/
y s⑤ Y as /<D (12) 

(小規模農家の伽当り\~ (大規模農をの土地の)
稲作所得 )=¥限界価値十産力 / 

を得る。

15)加古 (7)。
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⑤⑥は小規模農家，大規模農家を指す。

似式は(5)式を用いて

α。'P，.*OI'PK判 K'Lfi S~f** S⑤ 三五Pyαiα。，P/αv' PK*αK' Laf Sお，-1 

より，

(台)ぺtt)向〉GS
となる。

(13) 

制式より(左辺一右辺)の値を経済的判別基準として，この値が負であれば，

農地流動化の可能性があるとすることができる。稲作農家を水稲作付面積に

よって， 1階層 (30-50a)， n階層 (50-100a)， m階層(100-150a )， 
町階層(150-200a)， V階層 (200-300 a )， VI階層 (30-0 a)に階層

区分し，第I階層を基準として(左辺一右辺)の値を各階層ごとに算出した

のが第12，13図である。東北農区では期から 3期までは経済的判別基準

はみたされていないが，北陸においては，第 3期の第4階層以上においてこ

の基準は満たされている。全体的傾向として，東北農区よりも北陸農区にお

いて判別基準の値が低く流動化の可能性が高いことを表している o これを農

家対応1の可能性として解釈するならば，東北農区は北陸農区に比べてその

可能性は低いと考えられる。

0.2 

0.1 

。
-0.1 

-0.2 

-0.3 

-0.4 

-0.5 

-0.6 
11 m N V VI 階層

第12図経済的判別基準の結果(東北)

註 縦軸は左辺お辺の値を表わす。
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第13図 経済的判別基準の結果(北陸)
註 第12図に同じ。

0.0 
65年 70 

第14図求人倍率の推移

75年

_____1期
ー-2期
企ーー「企 3期

←---04期

D----{コ 5期

注 1)求人倍数は月間有効求人者数を月間有効求職者数で除した数値である。

2 )労働省『職業安定業務統計jより算出，作成。

3 )出所，育水(1 ) 
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次に，農家対応2の可能性について考察すると農家の核所得者が恒常的賃

労働者に転化できるかどうかは，それぞれの農区の労働市場の発展度合，就

業機会の状況によるであろう。これら諸状況は両農区の労働市場における求

人倍率によって把握できると考えられる。第14図に示されるように北陸農区

においては，戦後平均して約1.0の水準で、推移してきたのに対し，東北農区

においては一貫して1.0を下回っている 16)。核世帯員は，恒常的賃労働者に

転化できたと考えられるが，そのテンポと規模に関して，両農区の様相は異

なる。臨界作付面積の上昇という事態に対し北陸農区では稲作専業層と兼業

農家層への分化が容易であるが，東北農区にあっては困難であったというこ

とができる。

すなわち，東北農区においては核所得者の恒常的雇用労働者への転化は困

難なものとなり必然的に対応3の自家農業への就業や，不安定な臨時雇用労

働市場への参入をせまられることになったと解釈される。

5結び

本稿では，戦後稲作兼業農家の形成並びに地域差を稲作の代表地帯である

東北，北陸農区を対象に計量分析を行った。

稲作所得造出関数を定式化したうえで伝統的新古典派労働配分モデルに代

る核所得最大化モデルを呈示した。さらに，臨界作付面積の概念を定義し，

それを用いて稲作農家における核所得者が'恒常的賃労働者へ転化する要因，

大規模農家層の波及およびその地域差を明らかにした。

両農区とも臨界作付面積は上昇しており，東北農区よりも北陸農区におい

て大きいことが判明した。臨界作付面積の上昇要因としては，恒常的就業機

会の拡大に伴う賃金率の上昇が米価の上昇よりも相対的に大きかったことが

第ーにあげられる。

臨界作付面積の上昇への適応可能性も両農区で異なり，北陸農区にあって

は，就業機会が相対的に多く農地流動化の経済的判別基準が満たされている

ため，兼業化が容易であり資源の再配分がスムーズに進行したと考えられる。

他方，東北農区においては，これとは逆に兼業化の条件が北陸農区程満され

16)青木(1J。
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ておらず臨界作付面積の上昇にうまく対応してゆけない農家が多く発生した

と考えられる。

以上に示された両農区間の地域差は，稲作所得造出関数のパラメータの相

違によって把握された稲作技術の地域差，さらに労働市場の発展度合の相違

に帰着する。それゆえ，真に地域差を解明するには上述の農家にとっての外

的与件の地域差を分析することが必要であり，これについては今後の課題と

したい。

参考文献

( 1 )青木紀「東北における労働市場の展開と兼業農家jr農業経済研究誌j東北大学農学
研究所農業経済研究室，第3号19820

(2)荏閲津典生，茂野隆一「稲作生産関数の計測と均衡要素価格j，r農業経済研究J，第54
巻 4号， 19830 

(3)石田正昭「農家の労働供給モデルj，r農業経済研究J，第53巻，第 1号， 1981。
(4)石田正昭「農家の就業構造j，r三重大学農業部学術報告1.第63号， 19810 
(5) Kako Toshiyuki“Decomposition Analisis.of Derived Demand for Factor Inputs 

Case of Rice Production injapan'¥American J，ωrnal 0/ Agvricultural Economics 
Vol. 6.. 1978 

( 6 )加古敏之「稲作における限界生産力の計測j，r経済経営論集1，第14巻，第4号， 19800 
(7)加古敏之「稲作の生産効率と規模の経済性一一北海道石狩地域の分析一一J，r農業
経済研究J，第56巻，第3号19840

(8 )黒田 誼 f1960年代半ばにおける小規模および大規模農家の生産構造j，r農業経済研
究1，第51巻，第1号， 1979。

〔列車刈 仁「農家家計モデルによる農外就業機会の評価jr農経論叢』第40巻，北海道大
学農学部紀要別冊， 1984。

(10)李 貞換「微視データにおける生産要素投入量に関する覚書jr農業経営研究』第6号，
北海道大学農業経営学教室， 1979。

(11) Jung Hawan Lea “Factor Relationship in Postwar ]apanese Agriculture : Applica. 

tion of Ridge Regression to the Translog Production Functionヘ『季刊理論経済

学1， Vol. 31， NO.1， 19800 

(12) ]. H. Lee “The Measurement and Sources of Technological Change Biases， with an 

Application to Postwar ]apanese Agriculture，" Economica， Vol. 50， 1983 

(13)小尾恵一郎「臨界核所得分布による勤労家計の労働供給の分析j，r三回学会雑誌J，第
62巻，第 1号， 19699。

(14)小尾忠一郎「家計の労働供給の一般凶式についてj，r三国学会雑誌1，第62巻，第8号.
19690 

(15)新谷正彦『日本農業の生産関数分析1，大明堂， 1983。

(16)茅野甚治郎「技術進歩の偏向性の計測一一費用関数からの接近一一j，r農経論叢J，第

う2



38集.1982。

(17)梅村文次「労働供給に及ぼす世帯就業構造の効果J.西川俊作編 f労働市場j第7章，
日本経済新聞社. 19710 

う3


